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多機能フィルター株式会社の「ＳＤＧｓ経営立ち上げ支援サービス」利用による 

『ＳＤＧｓ宣言』策定について 

 

山口銀行（頭取 曽我 德將）は、持続可能な社会の実現に向けた取り組みとして、「ＳＤＧｓ経営立

ち上げ支援サービス」を開始しており、お客さまのＳＤＧｓに関する取り組み状況の診断と今後の課題

抽出を行うことで、『ＳＤＧｓ宣言』の策定に向けた支援を行っております。この度、当サービスを通じ

て、『ＳＤＧｓ宣言』を策定されたお客さまについて、下記のとおりお知らせします。 

当行は、地域の皆さまと共に歩み、共に成長するため、様々な事業活動を通じて、多様な課題の解決に

取り組み、地域の価値向上を実践していくことにより、持続可能な社会の実現に貢献してまいります。 

 

記 

１．企業概要 

企業名 多機能フィルター株式会社 

所在地 山口県下松市葉山２丁目９０４番地の１６ 

代表者 志賀 弘征 

業種 土木資材（法面保護資材）・環境資材製造業 

ＵＲＬ https://www.takino.co.jp 
※多機能フィルター株式会社の『ＳＤＧｓ宣言』については、別紙をご参照ください。 

 

２．山口フィナンシャルグループのマテリアリティ 

 山口フィナンシャルグループは、持続可能な社会の実現に貢献していくために、「グループサステナビ

リティ方針」を策定し、この方針に基づき、重点的に取り組むべきＥＳＧ課題である「マテリアリティ」

を特定しております。本件は、１２のマテリアリティの中で「②地域におけるイノベーション創出、地域

産業の成長サポート」の実現に資する取り組みです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以 上 

 
【本件に関するお問合せ先】 

ワイエムコンサルティング株式会社 担当：松浦 TEL：０８２－５６７－５２８０ 

事業性評価部 ソリューション推進グループ  担当：中原 TEL：０８３－２２３－３４４８ 

https://www.takino.co.jp


多機能フィルター株式会社 SDGs宣言
当社は、「自然環境の復元」という企業理念のもと、

事業活動を通じて「持続可能な開発目標（SDGs）」の達成に貢献し、

地域課題の解決および、持続可能な社会の実現に努めてまいります。

2022年12月14日

多機能フィルター株式会社

代表取締役 志賀 弘征

重点項目（ターゲット2030）

安心で平和な社会づくり 環境に配慮した経営
永年培ってきた独自の技術力と人間力で、皆さまが

安心安全に暮らせる社会づくりに貢献します。常に環

境やニーズの変化に対応していくことで、持続可能な

自然環境の復元に取り組んでまいります。

環境問題を重要な経営課題として認識し、社員の環

境意識醸成に取り組むとともに、環境に配慮した経営

を行うことで、企業の持続的な成長につなげてまいりま

す。

【主な取り組み】

環境資材等の研究・開発・製造販売、ISO9001（品質

マネジメントシステム構築）の認証取得、STePP（サス

テナブル技術普及プラットホーム）への登録

【主な取り組み】

照明のLED化、太陽光発電設備の設置、廃棄物の管

理徹底、再生プラスチックやリサイクル材の使用

働きやすい職場環境 地域社会への貢献
経営者自らが現場の声を把握し、職場環境の改善

に活かすことで、働きやすい職場づくりに努めます。社

員の健康と安全に配慮し、だれもが能力を十分に発揮

できる職場を目指してまいります。

地域未来牽引企業として、地域資源の活用やス

テークホルダーの皆さまとの連携を大切にし、地域課

題の解決や地域貢献活動を通じて地域社会の発展に

貢献してまいります。

【主な取り組み】
ハラスメント対応、多様な人材の雇用、柔軟な働き方

への対応、「やまぐち健康経営企業」の認定、安全衛

生対策の実施

【主な取り組み】
経済産業省による「地域未来牽引企業」選定、地元

企業との優先的取引、災害発生時の体制整備、防災

訓練の実施、地域行事や地域会合への参加

「持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals）」とは

• 貧困、気候変動、人種・性差別、働き方などのさまざまな問題が顕在化する中、
持続可能な社会をつくるために国連が定めた国際⽬標です。2030年までに解決
すべき優先課題として、17の⽬標と169のターゲットが示されています。

• ⽬標を達成するために、国連や政府だけでなく、企業やNPO、個人等が幅広く担
い手として活躍するよう期待されています。

• 企業がSDGsに取り組むことで、「気候変動をはじめ経営環境が変化していく中で
も持続可能な組織である」と示すことにつながります。


